
区分総論

S5 通信・ネットワーク
通信技術、ネットワーク技術は、科学技術や産業の発展を支えるコア技術であり、人類が社会経済活動を

継続する上で不可欠な社会基盤を形成する。ここでは、「通信・ネットワーク」区分における課題や国内外の
研究開発について、その潮流を俯瞰する。

図1　通信・ネットワーク区分の俯瞰図（時系列）

通信・ネットワーク区分の技術トレンド
本区分の時系列の俯瞰図を図1に示す。横軸は年代、縦軸は通信・ネットワーク研究のスコープを表して

いる。縦軸を、「通信基盤」、「ネットワークアーキテクチャー」、「ネットワークサービス」に分類し、より応用
に近い技術やエポックを上位にプロットしている。おおむねOSI参照モデル1）の7階層における低階層（物理
層、データリンク層）に分類される技術を「通信基盤」、ネットワーク層やトランスポート層に相当するネット
ワーク関連技術を「ネットワークアーキテクチャー」、それらより上位に位置付けられるネットワーク応用を

「ネットワークサービス」に分類した。通信・ネットワークの時系列は、1970年代の専用線や企業ネットワー
クを用いたデータ通信、さらには、電信・電話の時代までさかのぼることも可能であるが、ここでは主に
Internet Protocol（IP）技術を用いて構築されたデジタルネットワークとしてのインターネットの登場以降
を対象とした。

通信基盤の一つと位置付けた光通信は、2000年代に目覚ましい進化と普及を遂げてきた。インターネット
の登場以降、いわゆるブロードバンドのアクセスネットワークとして、Integrated Services Digital Network

（ISDN）や Asymmetric Digital Subscriber Line（ADSL）を経て、家庭用の光ファイバー回線（Fiber 
To The Home: FTTH）が2000年代中頃から本格的に普及した。現在、光ファイバーによる通信ネットワー
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クは、インターネットを支える基幹通信網（コアネットワーク）から、家庭用回線、無線モバイル通信の基地
局網を支えるアクセスネットワークにまで導入されている。通信量の飛躍的増加と、それに伴うエネルギー増
大の抑制といった観点で、光通信技術に対する社会的要請は強く、継続的な技術革新が期待されている。

無線・モバイル通信は、携帯電話がデジタル方式となった第2世代移動通信システム（2G）に続き、国際
電気通信連合（Internat ional Telecommunicat ion Union：ITU）の無線通信部門（ITU 
Radiocommunication Sector：ITU-R）により、2000年に第3世代（3G）、2010年に第4世代（4G）
が標準化された。これらの標準の進化と並行してアップル社のiPhoneやグーグル社のAndroid OSを搭載し
た携帯電話端末、いわゆるスマートフォンが普及し、無線・モバイル通信によるインターネットが広く利用さ
れるようになった。2020年に承認された第5世代（5G）に関しても国際的に商用化が進み、大容量・低遅延・
多接続といった特長を生かした新しいネットワークサービスの開発が進められている。

インターネットの登場は、ネットワークアーキテクチャーにおける大きなエポックでもある。インターネット
を支えてきたTCP/IPは、Internet Engineering Task Force（IETF）において標準化され、1981年に公
開された。 TCP/IPを標準でサポートしたOSであるマイクロソフト社のWindows 95の発売・普及を契機と
して広く社会に浸透した。 TCP/IP上で動作するアプリケーションプロトコルとして標準的に用いられている
World Wide Web（WWW）の通信を行うプロトコルHypertext Transfer Protocol（HTTP）は、
HTTP/1.0（1996年）とHTTP/1.1（1997年）として標準化がなされた。その後、IPに関してはIPv6（1998
年）、HTTPに関してはHTTP/2（2015年）、HTTP/3（2022年）へと進化を遂げ、技術革新が進んでいる。

これらのプロトコルの進化に合わせ、新たなネットワークサービスや応用技術が次々に登場した。WWWが
成熟期を迎えた2000年代には、リッチなユーザ体験、ロングテール、集合知といった方向性を示すWeb2.0
と呼ばれる概念が提唱され、現在に続く発展を遂げた。また、データやソフトウェアをネットワーク経由で、
サービスとして利用者に提供するクラウドコンピューティングやクラウドサービスが広く利用されるようになっ
た。クラウドコンピューティングを中心とするネットワークサービスの進化の傾向は2010年代以降も続き、
Cyber-Physical System（CPS）やInternet of Things（IoT）といったリアル世界とサイバー世界とを結
び付ける新たな概念モデルやサービスが注目を集め、さまざまな関連技術の研究開発・事業化が進められた。
CPSやIoTで要求される低遅延性、データ処理の局所性などを実現するため、2010年代に入って計算処理
の実行場所をクラウドから物理的にネットワークの末端（エッジ）にある基地局やゲートウェイ装置へ移動さ
せるエッジコンピューティングの検討も始まった。この動向は、2020年代に注目を集めるようになったメタ
バースやデジタルツインといった新たな技術の潮流へとつながっている。

上記ネットワークサービスの動向と合わせて、注目すべき時系列の流れとして、GAFAM（Google、
Apple、Facebook、Amazon、Microsoft）に代表されるハイパースケーラーと呼ばれる巨大IT企業の影
響力の増大がある。ハイパースケーラーやグローバルにサービスを展開するContents Delivery Network 

（CDN）事業者がTier 1（インターネット上の全ての経路情報を保持する通信プロバイダーの集合）に替わ
る存在となり、「Privatization」（プライベート化）と呼ばれる動きが進むなど、インターネットの構造にまで
影響を及ぼすようになっている。

通信・ネットワーク区分おけるトピックス
本区分においては、2020年頃から2020年代半ばにかけての研究開発トピックスとして、以下が挙げられる。

•	Beyond 5G / 6G
わが国においては、5Gに続く世代のネットワーク「Beyond 5G」や「6G」の実現に向けて、総務省、

国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）によって推進戦略が示されるなど、新たな技術革新を目指
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した研究開発が活発化している1。Beyond 5G / 6Gは、セルラー網の世代進化に限らず、有線・無線、光・
電波を包含し、データセンター、ICTデバイス、端末なども含めたネットワーク全体を統合的にとらえ、コ
アネットワークを含む通信インフラ全体の性能を飛躍的に引き上げるとともに、新たな価値の創造に資する
機能をネットワークに追加する目標を掲げている。

•	通信とAIの融合
2020年代のAI技術の台頭に伴い活発化している研究開発動向として、通信とAIの融合がある。この関

係性は「Network for AI」と「AI for Network」の二つの側面から理解することができる。前者は、AI
処理に最適化されたネットワーク設計を指し、後者は、ネットワーク運用そのものにAI技術を導入すること
を意味する。生成AIの普及やAI・データ駆動社会の進展とともにプライバシー保護技術への関心も一層
高まっており、秘密計算、差分プライバシー、連合学習といった、データ活用とプライバシー保護の両立を
図る研究開発も活発化している。

•	カバレッジの拡大
通信インフラの地理的制約を克服する非地上系ネットワークも重要な研究トレンドである。低軌道衛星通

信システムの実用化に伴い、静止衛星との併用によるマルチオービット通信、成層圏通信プラットフォーム
（High Altitude Platform Station : HAPS）/無人航空機（Unmanned Aerial Vehicle：UAV）など
を統合した非地上ネットワーク（NTN）が検討され、地上インフラ未整備地域も含めたグローバルカバレッ
ジの実現が目指されている。 NTNは、災害時の通信確保や僻地での通信サービス提供において、従来の
地上インフラでは困難であった課題の解決策として期待される。さらに、地上系と非地上系のシームレスな
統合により、場所や状況に依存しない安定した通信環境の提供が可能となる。

•	エネルギー効率の向上
環境負荷軽減への社会的要請の高まりを受け、グリーンICTの実現が重要な技術潮流となっている。グ

リーンICTは、情報通信技術（ICT）を活用して環境負荷を低減する取り組みと、ICT機器自体を省エネ
化する取り組みの両方を指す。特に、生成AIの普及によってデータセンター電力需要が急増し、従来のま
までは持続可能な成長が困難という危機感が業界全体で共有されている。通信ネットワーク機器やデータ
センター機器自体の省電力化は、単なる運用コスト削減を超えた社会的責務として位置付けられ、AI処理
に最適化されたアーキテクチャーの開発、稼働時間や電力効率の向上、再生可能エネルギーの活用など、
多角的アプローチによる抜本的な省エネルギー対策が急務となっている。エネルギー効率の向上は、持続
可能なデジタル社会の実現に向けた基盤技術として重要性を増している。

•	オール光化
注目すべき技術動向の一つは、クラウドサーバーから端末まで、あるいは一方の端末から他方の端末ま

でをつなぐネットワークに光技術を導入し、抜本的な消費電力削減を可能とするオール光化である。従来
の電子回路による信号処理を光信号処理に置き換えることで、大幅な省電力化と高速化を同時に実現する
技術開発が加速している。極力光信号のままで伝送し、複数の事業者（ドメイン）が連携するオール光ネッ
トワークの検討が進められている。 Beyond 5Gにおいても、オール光技術は中核技術として位置付けられ
ている。オール光化により、従来必要であった電子-光-電子変換の繰り返しを排除し、光信号のままデー
タを伝送することで、ネットワーク全体の消費電力を大幅に削減できる。また、光の物理的特性を活用した
大容量データ伝送や超低遅延通信が可能となり、次世代アプリケーションの基盤技術として期待されている。

•	非集中化と自律化
ハイパースケーラーによるプライベート化を軽減するネットワークアーキテクチャーとして、インターネッ

トが有する相互接続性とエンドツーエンド原則に適合する形で、ネットワークエッジやネットワーク内での

1	 情報通信研究機構, https://b5g-rd.nict.go.jp（2025年10月1日アクセス）
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処理によってネットワークの機能追加を行う方法の検討が進められている2）。集中管理インフラに代わり、
より民主的で透明性が高い形でアプリケーション要求に応じた柔軟なネットワーク機能の実装を可能とする
ため、分散台帳（Distributed Ledger Technology：DLT）等を活用した非集中型のアーキテクチャー
の検討も進んでいる。

•	経済安全保障とオープン化
経済安全保障と競争力の観点では、通信ネットワークは社会インフラであるとともに経済安全保障上の

戦略的分野であり、特定の国やベンダーへの過度な依存はリスクとなるという認識が共有されている。この
課題は、安全保障上のリスクとも直結している。そのような認識の中で、サプライチェーンの多様化と国産
技術の育成を促し、安全保障上重要な通信インフラの自律性確保につなげる動きが活発化している。米欧
日を中心に特定ベンダー依存を回避し、サプライチェーン強化のためのオープン化が政策課題として位置付
けられている。

図2　通信・ネットワークの俯瞰図（構造）

通信・ネットワーク区分の構造
本区分では三つの階層による構造で俯瞰する（図2）。本区分には、複数の階層構造にまたがった、ある

いは階層構造に依存しない、横断的な研究領域もあり、そのような領域は横断的研究として俯瞰する。

1）通信基盤
通信・ネットワークにおける必要不可欠な構成技術となる「光通信」、「無線・モバイル通信」について、

それぞれ最新の研究開発動向の進展を俯瞰する。これらの領域ではオール光化やカバレッジ拡大の潮流が
色濃く現れている。また、将来の通信ネットワークを支える新たな潮流として、「Beyond 5G」推進戦略に
も含まれ、さまざまな研究開発が進みつつある「量子通信」を俯瞰する。

2）ネットワークアーキテクチャー
光通信技術、無線・モバイル通信技術の進展に合わせて、通信ネットワークを強靱・迅速・柔軟に提供

可能とするために、ネットワークアーキテクチャーの持続的な進化が必要となる。ここでは、通信とAIを融
合する技術、ネットワークが持つ機能を拡張させる技術、ネットワークを制御し高品質な通信サービスを提
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供可能とする基盤技術としての「ネットワーク基盤」と、高い通信品質を維持して障害などの問題に対処す
る「ネットワーク運用」を取り上げる。

3）ネットワークサービス
従来のコンテンツ流通に加えてメタバースやデジタルツインなど、次々に登場する新たなネットワークサー

ビスによる通信ネットワークへの要求が高度化・複雑化してきている。こうした要求に対応すべく、抽象的
なニーズやサービスシナリオを、ドメインや要素機能に分解し、状況や環境に合わせて「最適化」されたリ
ソース量で「簡単（シンプル）」に提供可能とするための研究開発が進められている。ここでは、そのよう
なネットワークサービスを実現する技術およびプラットフォームを「ネットワークサービス」として俯瞰する。

4）横断的研究
階層構造に依存しない横断的な研究領域の一つとして、本区分では、「ネットワーク科学」を俯瞰する。

ネットワーク科学は、現実のネットワークに関する普遍的な数理的性質の発見とその原理の解明という知識
の創出に加え、それらを活用した現象予測やネットワークの設計・制御等につながる技術の確立を目指す
ものであり、今後の通信・ネットワーク区分の研究開発の方向性を示す基礎研究として重要な領域である。

なお、通信・ネットワークの分野における横断的研究として、ソーシャルメディアにおけるフェイク情報の
拡散等のネットワークと社会の関わりに関する研究領域や、ネットワークの安全性を損ねるさまざまな脅威
に対応するためのネットワークセキュリティーの研究領域もあるが、それぞれ、「S3.04人・社会とセキュリ
ティー」、「S3.02サイバーセキュリティー」において扱う領域にあたるため、本区分では割愛した。
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